
人事/人間資源管理研究方法の選択

山口博幸

I 科学的研究の目的と人事/人間資源管理研究

われわれは人事/人間資源管理(personnel/humanresource management) 

について経営学的に研究しようとしている。それは， どのような研究方法をと

ることを意味するのであろうか。学的研究であるから，現実を離れてもっぱら

文献をたよりにして「理論的」に研究することであろうか。あるいは，それよ

り現実について「実証的」に研究することが経営学的なのであろうか。あるい

は，それよりも現実の改善に役だつような「実践的」な研究でなければならな

いのであろうか。

一般に，科学的研究の目的ないし任務は，つぎの 3つにあるとされている

(Cohen & Cyert， 1965;西田， 1969年，野中， 1974年〕。

(1) 現象の説明(explanation) 

(2) 現象の予見 (prediction)

(3) 現象のコントロール (control)

第 lの説明とは，最も単純に定義すれば I結果」としての現象と，その「原

因」となる現象とを，論理的に関連させることによって Iなぜ」という疑問に

答えることである。したがって，われわれ研究者は，当面解決しなければなら

ない「問題」をまず結果としてとらえ，その結果を生みだす原因を探り出す態

度を身につけなければならない。この「なぜ」とし、う疑問に答えようとする態

度をもつことが，理論的研究の第 l条件である。しかし，個別現象聞の因果関

係を明らかにすることだけでは理論的とはいわない。一般的な概念による説明

が理論的研究の第 2の条件である。概念は，現象を照らすサーチライトにたと
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えられる。概念なしでは，閣であって，現象を理論的にみることはできない。

したがって，われわれ研究者は，原因や結果を記述する概念を選択できなけれ

ばならない。複数の概念を選択し，それらを論理的に関連づ、けた命題(proposi-

tion)ないし命題の集合は r概念的フレームワーク J r理論モデルJ r理論的仮

説」などとよばれる。あるいは単に「理論」といわれることもある。そして，

その最も基本的な中核部分を，われわれは「パラダイム」とし寸。それは「基

本的なものの見方」である。パラダイムがあれば，派生的な理論的仮説や後述

の特定仮説の演縛をガイドしてくれる。

われわれは人事/人間資源管理について研究する際においても，理論的研究

は避けることはできないと考えている。ただ，われわれが「理論」とし、う場合

は r理論的にはそうだが，現実は違う」というふうに，理論対現実を対立的に

は考えていない。現実を説明するのが理論であり，両者は不可分のものである。

もっとも，現実(現象〉とは説明対象の方をさし，理論とは説明手段の方をさ

す， という意味では対立的である。

第 2の予見とは，説明とは逆に，原因のほうから結果を，あるいは理論のほ

うから現実(現象〉を，論理的に演揮することである， といえよう。したがっ

て，しっかりした説明がで、きていれば，予見はそうむつかしいことではないよ

うにみえるかもしれなし、。しかし r予見は現実に照らして検証されるべきであ

る」としづ実証科学の立場にたつと，それほど簡単なことではない。概念は何

を観察・測定すべきかについて「一般的定義」を与えられたものであり，個別

具体的に観察・測定可能な現象を直接的に指示するものではない。現象の観察・

測定としづ操作(operation)を可能にするためには r概念の操作化」という作

業が必要になってくる。この作業によって，概念は「操作的定義」が与えられ

る。操作的定義が与えられた概念は，とくに「インディケータ」とよばれる。

複数のインディケータを選択し，それらを論理的に関連づけた命題ないし命題

の集合は r特定仮説J r作業仮説」などとよばれる。単に「仮説」あるいは「モ

グル」とよばれることもある。特定仮説に含まれる因果関係がデータによって

確定されたとき r仮説は検証された」とし、う。

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



503 人事/人間資源管理研究方法の選択 -41-

以上のことを社会学の古典的実証研究である Durkheim の r自殺論~ (1897) 

を例にとってみることにしよう(高根， 1979年，参照)0Durkheimの理論的仮

説は I社会的結合の度合は不安を左右する」というものである。概念としては，

「社会的結合」と「不安」が選択されている。それぞれを操作化したイ γ ディ

ケータが I宗派」と「自殺率」である。したがって Iカトリッグはプロテス

タントより自殺率が低¥"'Jというのが，特定仮説である。「社会的結合」は I既

婚末婚J I子供の有無」などにも操作化される可能性をもっているので，一般的

に定義された概念である。

われわれは，人事/人間資源管理について研究する際においても，実証的研

究は志向すべきものと考えている。ただ，われわれが「実証」とし、う場合は，

「理論的にでなく実証的に」というように，理論対実証を対立的に，あるいは

二者択一的には，考えていなし、。実証の対象は基本的には理論であり，両者は

不可分のものである。むしろ，われわれは「理論なき実証研究」に陥らないよ

う志向すべきである。実証研究のためには，概念の操作化や因果関係の確定法

などのいわゆる「科学的作法」を身につけるべきであり，方法の選択能力が必

要である。これについては，節を改めて述べることにして，科学的研究の第 3

の目的に急ぎたい。

第 3の現象のコントロールとは，説明や予見の検証によって確認された因果

関係についての知識を応用して，結果としての現象に価値判断を加え，望まし

いと判断された結果を導くような原因をつくりだしてゆくことを指している。

たとえば X1 という原因からは Ylという結果が生じ，Xzという原因からは

YzとL、う結果が生じることが確認され Yzより Y1が望ましいと判断されたと

する。 Xzを改め X1をつくりだしてゆくことが，現象のコントロールである。

現象のコントローノレを目的とした研究の成果は，社会改善のための実践的施策

を提言する「政策論」として提示されるのが，普通である。

ところで，人事/人間資源管理でいう「管理」とは，企業が主体となって実

施する施策のことである?〕このことから，人事/人間資源管理に関する研究は，

(1) 経済学では，理論・政策・歴史の領域区分が比較的はっきりしていて，経済政策論・社
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当然のことながら r実践的」なものでなければならない， と思われるかもしれ

ない。われわれも， このこと自体に異論はない。

ただ，政策論への接近法には 2つの区別されるべき方法があることを，見

のがすべきではない。その第 lは，現象のコントロールのところでも述べたよ

うに，説明や予見の成果，言い換えれば理論的研究と実証的研究の成果に直接

もとづいて政策論の展開をおこなうアプローチである。これを簡単に因果分析

にもとづいた政策論とよんでおこう。しかし，政策論へのアプローチはそれ以

外にも可能であり，現に存在する。「こうこういう目的の達成には，こうこうい

う施策(手段〉が有効であった」という個人的経験にもとづいて，政策論(手

段体系論)を展開したり，特定目的から有効な手段を抽象的に推論して政策論

を展開したり，あるいは両者を混合させたアプローチが可能である。現に，人

事/人間資源管理が「人事管理」とよばれていた時代には，このアプローチに

よる人事管理体系論が主流であった。この第 2の方法を簡単に目的手段分析に

よる政策論とよんでおこれわれわれは言うまでもなく，前者の方法を選択し

ようとしている。

かくて，われわれが人事/人間資源管理について研究する際には，実践的政

策論を避けることはできない。ただ，われわれが「実践」とし、う場合 r理論的

研究でなく実践的研究を」というように理論対実践を対立的に，あるいは二

者択一的には考えていない。真に実践的な政策論は，理論的研究や実証的研究

の成果として得られた因果関係の知識にもとづいたものであり，両者は不可分

のものである。むしろ，われわれは「理論なき政策論」や「予見(実証)なき

政策論」を排除すべきだと考えている。

実践的研究を人事/人間資源管理研究の目的に含めることは，理論的研究や

実証的研究にも，影響をおよぼしてくる。つまり，政策志向的な理論的・実証

的研究となるのである。「科学の任務は説明と予見のほかになし、」とし、う限定的

立場にたつと，“Sowhat?"と聞いたくなるような結論的命題(検証済み仮説〉

会政策論などの性格も，一般に受け入れやすいようだが，経営管理論・人事管理論などは，

「理論」と誤解されなくもないので，注意が必要である。
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を導く危険性をもっている。理論的に説明され，因果関係が確定されたことは

確かだが IそれがどうしたというのだJ Iそれでどうしろというのだ」と聞い

たくなるような，実践的インプリケ}ションを示唆しないような研究に，陥る

危険性である。政策志向的な理論的・実証的研究は，仮説形成や仮説検証の段

階から I常に刊Sowhat?"の視点から問うてみるJ (野中ほか， 1978年〉ことに

よって，上のような危険に陥るのを防ぐことができる。

以上を要するに，われわれは，現実(現象〉を説明するのが理論であり，理

論なき実証研究からは深い洞察は得られないし，理論的研究や実証的研究の裏

づけのない政策論は実践性も限られるであろう， とし、う立場に立ち，因果分析

にもとづいた政策論ないし政策志向的な理論的・実証的研究の方法を選択する

ものである。

これまでの議論を人事/人間資源管理研究に適用してみよう。図 1は，人事/

人間資源管理研究に必要な若干の概念を選び出し I目的手段分析による人

事/人間資源管理論J I因果分析に限定した人事/人間資源管理研究J，および

「因果分析にもとづいた人事/人間資源管理論」ないし「政策志向的な人事/

人間資源管理に関する理論的・実証的研究」を比較したものである。選び出さ

れた概念は I人事/人間資源管理J I経営目的J I経営成果」の 3つに限定して

ある。あくまで，研究の出発点としての，概念の選択である。

「目的手段分析による|
P/HRM論

「凶果分析に限定した|
P/HRM研究J

| 原凶

注)P/HRMは，人事/人間資源管理の略称で，

す。

手段

結果

「凶果分析にもとつ、い
たP/HRM論」

または

「政策志向的な P/H
RM研究」

は，密接な関係があることを示

図l 人事/人間資源管理研究のタイプ
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この項を終わるにあたり，注意を喚起しておきたことが一つある。われわれ

は i説明」についての論述の際 i研究者は，当面解決しなければならない問

題を，まず結果としてとらえ，その結果を生みだす原因を探り出す態度を身に

つけなければならな¥"J と述べた。ところが図 1においては，人事/人間資源

管理に関する研究でありながら，人事/人間資源管理の問題を結果としてとらえ

ていない。もちろん，人事/人間資源管理を結果としてとらえる立場もありえよ

う(特定の人事/人間資源管理が，なぜ採用されるようになったか， と問うこ

とによって〉。しかし，われわれは経営成果を結果としてとらえる立場を選択す

る。「因果分析にもとづいた政策論」を志向するからである。「政策志向の理論

的・実証的研究」を素直に表現するならば，組織現象に関する研究，つまり組

織論がふさわしし、。「管理とは組織の形成・運用のことであるJ (Simon， 1958) 

という立場に立つからである。この場合 i経営目的J i経営成果」をそれぞれ

「組織目的J i組織成果」といいかえて限定すれば，もっとその立場が明瞭にな

るだろう。このことは，われわれの「経営学的研究」の限界も示している。わ

れわれの経営学的研究とは「組織論的研究」のことである。

II 実証研究の方法一一一仮説の検証と発見一一

1 概念の操作化

実証研究を研究の目的として含めるならば，概念の操作化と因果関係の確定

インデ yクス‘ー一一-
一一ー===ー(情報圧縮) ア タ

出所〉野中， 1974年，図 4-3 (ただし，一部加筆〉。

図2 概念操作化のプロセス

(2) r限界」と述べたが，組織論的研究は，企業現象を対象とした経済学的研究にない経営

学的研究の差別的特徴でもあろう。
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法を身につけ，それらの選択能力が必要になる。まず，概念操作化のプロセス

は図 2のように図示することができる。

概念の選択とは，理論構築に必要な作業であり，説明のところで述べた。し

たがって，概念の操作化は，つぎの 3つの過程からなるといえる(野中， 1974年)。

(1) 次元 (dimensions)の選択

(2) インディケータ(indicators)の選択

(3) スケール (scales)の選択

第 1の次元とは，概念に含まれる複数の「要素」ないし「側面」のことをい

う。異なる要素ないし側面を含む概念を単ーのものとして扱うと，正確な観察・

測定はおこなえない。したがって，概念の操作化の第 lステップは，次元を確

認し，選択することである。次元を経験的に確認する方法として今日一般に知

られているものに，因子分析 (factoranalysis)の技法がある。これにより確

認された次元は，幾何学的空間において直交軸をなしている。われわれは，こ

のようにして確認された「経験的次元J と，異なる側面として抽象的に推論さ

れた「先験的次元」の区別に注意しなければならない。

第 2のインディケータとは，各次元別に観察・測定とし、う操作をおこなうた

めの道具であり，これを選択することによって，概念は操作的定義が与えられ

る。また，インディケータによって観察・測定され，記述されたものが「デー

タ」ないし「資料」と呼ばれ，実証研究の際の経験的証拠となる。この意味で，

インディケータの選択は，概念操作化の過程で中心的なステッブといえよう。

複数のインディケータが論理的に関連づけられたものが，特定仮説ないし作業

仮説とよばれるもので，データによって因果関係が確定されるべき仮説となる。

第 3のスケーノレとは，インディケータの目盛りのことであり，尺度のことで

ある。これにより概念は変数(variable)とよぶことができるようになる。といっ

ても，連続量であらわされる比例尺度のみならず， カテゴリーであらわされる

名義尺度までも含んでいら3;したがって，たとえば「年齢」などばかりでなく，

(3) r比例尺度j r名義尺度」のほかに，温度計のセ氏・カ氏の目盛りに代表される「間隔尺

度」と，健康状態の良好ーふつうー悪いを 3-2-1で対応させるような「順位尺度」とが，

ある(池田， 1971年〉。
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「性，BIjJ も変数となりうる。

このようにして観察・測定されたデータに関する情報は iインデックス」あ

るいは「類型」として圧縮される。概念の次元が単次元であれば，インデック

スとして圧縮できるが，多次元であればできなし、。そのような場合は，各次元

ごとの測定値を組合せることによって類型化されることが多い。たとえば，あ

る概念が 2次元からなり，各次元の測定値を高低に 2分割するとすれば，その

概念は 4類型に要約できる。

2 因果関係の確定

ところで，仮説検証において重要な変数の区分に「独立変数」と「従属変数」

がある。独立変数とは i原因」となる変数のことで，他の要因に影響されず独

立であるので， この名がある。従属変数とは i品吉果」となる変数のことで，独

立変数の変化に従属しているので，こうよばれる。かくして，仮説の検証とは，

特定仮説ないし作業仮説に含まれる因果関係を確定することだといえる。

因果関係を確定するためには，一般につぎの 3つの条件がみたされなければ

ならない， とされている (Asher，1976;高根， 1979年〉。

(1) 独立変数と従属変数の共変 (covariance)

(2) 独立変数の先行 (antecedency)

(3) 第三変数の統制 (control)

第 1の両変数共変の条件とは，独立変数と従属変数の聞に，一方が変化すれ

ば，それに応じて他方も変化する，という条件である。相関係数の有意性検定

は，比例尺度などによって測定した連続量聞の共変関係を確認する代表的な手

法である。もちろん，名義尺度などによるカテゴリカルな変数聞の関連度を検

定する手法も多数開発されている。しかし，いずれの手法によるにせよ，この

条件がみたされただけでは，時間的順序は確認されていないのであるから，因

果関係が確定されたわけではなし、。

第2の独立変数先行の条件とは，独立変数の変化が従属変数の変化に時間的

に先行するのであって，逆ではないという条件である。独立変数の変化を実験
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的にまず引き起こして，その推移を観察したり，現場で生起している現象を客

観的に観察したり，あるいは論理的思考によって 2つの事象聞の前後関係を推

定したりすることによって，この条件がみたされているか否かを確認できる。

しかし，その他の変数の影響かもしれないので，以上の 2つの条件がみたされ

ても，因果関係が確定されたとはし、し、がたい。

第 3の第三変数統制の条件とは，従属変数に影響を与える可能性をもっ，独

立変数を除く他のすべての変数，つまり第三変数に，変化がないという条件で

ある。人工的に変化しないような状況をつくったり，重要な影響を与えるかも

しれない変数値を一定にした上で共変関係をみたりすることで，つまり第三変

数を統制することで，この条件がみたされているか否かを確認する。しかし，

この確認は容易なことではない。第三変数が「一定であると仮定すれば」とい

う条件をつけなければならないこともあろう。

以上の 3つの条件を確認しつつ，因果関係を確定してゆく方法は，つぎの 3

つに大別できょう。

(1) 実験的方法 (experimentalmethod) 

(2) 量的方法 (quantitativemethood) 

(3) 質的方法 (qualitativemethod) 

第 lの実験的方法は，原理的には最も完全な方法だといわれる(高根， 1979 

年〉。それは，上にあげた 3つの条件が最もよくみたされやすい，という意味で

ある。社会科学において実験的方法が適用されるときは，図 3のように r実験

群J (experimental group)のほかに，それとできるだけ等質な集団である「統

制群J (control group)をつくることによって，前者にのみ独立変数と仮定され

ている変数の変化を導入し，時間的事後に従属変数の両群比較によって共変関

係が確認される。その他の変数を含む状況を一挙に統制するので r状況的統制」

の方法といえる (Smelser，1968;高根， 1979年〉。このように原理的には完全

な方法だが，倫理的制約や適用範囲が現存の小集団に限定されるなど，限界も

大きく，現実にはあまり用いられなし、。われわれの知るところでは，いわゆる

「ホーソン実験J (Roethlisberger & Dickson， 1939)は，この方法によるもの
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でなく，わずかにハーウッド社縫製工場での「ハーウッド実験J (Coch & 

French， 1948)にみられるだけである。

実験群

事前の「結果」
測定(E，)

「原因」の導入
(独立変数)

事後の「結果」
測定 (E2)

「結果」の変化
=E2-E， 
=独立変数の影響
+f也の変数の影響

統告IJ群

事前の「結果」
測定(C，)

事後の「結果」
測定(C2)

「結果」の変化
=C2-C， 
=他の変数の影響

図3 統制群を用いた実験的方法の原理

3 多変量関係の基本型

第2の量的方法を代表するのは， LazarsfeldCl955)らによって開発されたと

いうサーベイ・リサーチ法がある。サーベイ・リサーチ法とは，世論調査法で

発達したサンプリングの技法と，因果関係の推論法とを，融合させた方法をさ

している。それは，ニ変量解析に加え，第三変数が逐次とりあげられ i数学的

統制」もなされるので，多変量解析の適用でもある(高根， 1979年〉。このよう

な3つの変数の組合せによる多変量解析の結果を， Lazarsfeld (1955)は，つぎ

の4つの基本型に要約し i精般化の型J (types of elaboration)とよんでいる。

つまり，第三変数の導入により，二変量解析を精般化し，テストしているので

ある。

(1) 反復型 (replication)

(2) 説明型(explanation) 

(3) 解釈型 (interpretation)

(4) 特定型 (specification)
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この 4つの基本型の違いは，図 4のように図示することができるであろう

(Cf， Aaker & Day， 1980; Drenth， 1984)。

Z寸
X 一一→ Y Z一一→ x----y X一一→ Z一一→ Y 一一一→Y

x~ 
(1)反復型 (2)説明型 (3)解釈型 (4)特定型

注)ただし， x=独立変数， y=従属変数， z=第三変数。また，矢印の交差は，交互作用を表す。

図4 多変量関係の基本型

第 1の反復型とは，第三変数 (Z)を導入しても 2変数関係 (X→y)は

持続し，反復するものをいう。 2変数関係のテストは合格したといえる。

第2の説明型とは，第三変数の導入によって 2変数関係は消滅し，しかも

第三変数が 2変数いずれよりも時間的に先行する場合をいう。いわゆる「疑似

相関」は， この型に相当する。この場合，第三変数は「先行変数J (antecedent 

variable)とよばれる。第三変数が先行変数として， 2変数関係を説明している

ので，説明型とよばれる。疑似相関の有名な例としては，教会の数とねずみの

数との相闘がある。第三変数として，都市化の程度を導入し，統制すれば 2

変数関係は消滅し，しかも両変数に先行している。もし，分析によってこのよ

うな結果になれば，それは説明型をなしている。

第 3の解釈型とは，第三変数の導入によって，上と同じく 2変数関係は消滅

するが， しかし第三変数 (z)の変化が時間的にみて独立変数 (X)の変化と

従属変数 (y)の変化の中間で生起する場合である。この場合，第三変数は「媒

介変数J (intervening variable)とよばれる。たとえば，参加的管理方式は高

い生産性をもたらすという関連が確認されたとする。しかも，第三変数として，

従業員の態度 (attitude)を導入したら，前の 2変数間関係は消滅したとする。

( 4) Likert (1961 ; 1967)は，第三変数の導入によって，前の 2変数間関係の消滅を確認する

ことによって媒介変数」を発見したわけではないが，ここで述べている例はかれの研

究を頭において述べている。

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



-50- 第 60巻 第3号 512 

この場合，従業員の態度は管理方式によってつくられるもので，生産性には先

行することが確認されるならば，態度は媒介変数である。参加的管理方式は，

従業員の好意的態度を高めることによって，高生産性をもたらすのだと，解釈

を与えているのである。

第4の特定型とは，第三変数が 2変数関係を強めたり，弱めたりする，条件

となっている場合である。第三変数はその条件を特定化しているのである。従

属変数 (Y)にたいして，独立変数 (X)と第三変数 (Z)とは，いわゆる「交

互作用効果」をもたらしているのである。人事/人間資源管理研究の分野にお

いても iコンティンジェンシー・モデル」が多くみられるが，特定型を想定し

たものである。この場合の第三変数は iモデレータ変数J(moderator variable) 

ともよばれる。たとえば，従業員の経営参加と業績との相関を，従業員の独立

欲求の高低集団別にみると，高い集団では強い相関がみられたが，低い集団で

はほとんど無相関であった(Vroom，1960)。この分析結果は特定型の例であり，

独立欲求の高さはそデレータ変数である。

どのような技法を適用して， これらの型を確認してゆくかは，多様であり，

あらかじめ選択しておくわけにはゆかなし、。データの性質によって，また技法

の発展状況に応じて，使い分けてゆかざるをえない。サーベイ・リサーチ法が

開発された初期の噴は，クロス表ないし分割表 (contingencytable)を適用し

ての「精撤イヒ」が多かったようであるが，その他にも，第三変数の統制による

相関係数の比較，分散分析 (ANOVA)による交互作用効果の算出，重回帰分

析の適用など，多様である。

これらの技法を適用すれば，統計学的な「検定」ができるのであるから，仮

説検証にはむいている。しかし，量的方法に対しては i技術にとらわれて，歴

史も社会の全体像も見えない，近視眼的な断片的解決法」という， とくに質的

歴史的方法を信奉する社会科学者からの批判がある(高根， 1979年〉。この批判

にもみられるように，サーベイ・リサーチ法に代表される量的方法にも限界は

ある。
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4 ケース・スタディ法と仮説発見

第 3の因果関係確定法としての質的方法には， さまざまの名称のものが含ま

れる。「ケース・スタディ法J(case study)， r参加観察法...J(participative obser-

vation)， rフィールド・ワーク法J (field work)， r逸脱事例分析法J (deviant 

case study)， r比較例証法J(comparative illustration)などである。共通して，

①断片ではなく全体を見ょうとすること，②歴史のダイナミズムを把握しよう

とすること(質的方法は r質的歴史的方法」といわれることもある)，③なん

らかの具体的な「事例(ケース)Jをとりあげること，などが，量的方法と比較

しての差別的特徴としてあげられよう。もちろん，このような質的方法に対し

ては r厳密な論理と証拠に基づくよりは，研究者個人の主観による印象的な研

究」という，とくに量的方法を信奉する社会科学者からの批判もある。このよ

うな批判を克服するためには，因果関係を確定するための条件をで、きるだけみ

たすように洗練するしかない。

因果関係を確定するための条件(①独立変数と従属変数の共変，②独立変数

の先行，③第三変数の統制〉を，どの程度みたしているかという点からみれば，

質的方法は，図 5のように 4つの段階に分けることができょう。質的歴史的

方法であるから，第 2条件はみたされているとしよう。第 1段階は，唯一(種〉

の事例を記述するにとどまり，第 1条件と第3条件をみたすことができない段

階である。第2段階では r特殊事例」の記述に重点、がおかれても，研究者が通

常経験する「通常事例」との暗黙の比較がみられれば，かろうじて第 1条件が

第二変数の統制

独立変数 独立変数 独立変数 独立変数
+ + + + 

5+庁 従 +
特殊事

議十 A事例 員十日間
属

{列

数刃~ζ 一 (通常数一 B事例 数ーし工事例経験)

第l段階 第2段階 第3段階 第4段階

図5 因果関係確定法としての質的方法の諸段階
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みたされる。第 3段階では 2種以上の事例が明示的にとりあげられ，比較す

ることによって第 1条件がみたされる。第 4段階では，それに加えて第三変数

の統制の条件もみたされる。

「ケース・スタデイ」あるいは「ケース・メソッド」は，経営学においては

最も頻繁に耳にすることばであろう。経営学の理論的展開のあとにケースを掲

載した教科書や，ケースをひとまとめにした「ケース・ブック」などを目にす

ることもできる。具体的個別企業についてインタビューや既存資料からケース

は記述されている。しかし，この方法を因果関係の確認に用いるときは，注意

が必要で、ある。第 1段階にとどまる危険性をもっているからである。

「参加観察」とは，事例となる集団に参加して，すなわち一時的にせよその

集団の一員となることによって，事例を観察し，記述する方法である。事例が

通常経験と大きく違わないときは，因果関係確認法としては，ケース・スタディ

と同じ危険性をもつことになる。参加観察法を適用した古典的な研究例として

は White の『ストリーいコーナーソサイエテイ~ (1943)を，また最近の研

究例としては， Coleの『日本のブルーカラーJ (1971)など (979)を，われわ

れはみることができる。 Whiteは， イタリア人街やノートン街とし、う特殊事例

に潜入してのグループ・ダイナミックスについての観察であり，通常はアメリ

カ人としての経験をもっ Coleは，日本企業に一時的に勤務しての観察である

から，すくなくとも第 2段階には達している。

「逸脱事例法」は，社会の多数派の「正常」な行為から逸脱した行動，つま

り逸脱行動(deviantbehavior)を事例としてとりあげる方法である。非行少年，

アルコール中毒者，少数民族，スラム街住人などの行動が，逸脱行動の例であ

る。「逸脱」は，暗黙にせよ r正常」との対比があるので，因果関係確定法と

しては，第 2段階に達している。参加観察法との併用が可能である。 White

(1943)はその研究例である。

「フィールド・ワーク」とは，文明社会に育った人類学者が未聞社会に滞在

し，その事例を観察し，研究する方法をさす。「人類学の方法」ともいわれる。

未聞社会という，文明社会からみれば r逸脱社会」での参加観察である。した
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がって，因果関係確定法としては，第 2段階に達している。また，未聞社会の

みならず，外国も「逸脱事例」とみれば，外国に滞在しての観察研究も， この

方法と本質的に異なることはない。 Cole(1971; 1979)は，その研究例である。

『サモアの青春D (1961)などを残している文化人類学者 Meadは r文化を研

究するには外国人のほうが有利」と述べているという(高根， 1979年〉。フィー

ルド・ワークの方法が適用できるからであろう。

「比較例証法」とは r比較社会学の方法」ともいわれ，図 5の第 3段階に示

すように，すくなくとも 2種の事例を明示的に取り上げ比較することによって，

因果関係を確定する方法である。明らかに因果関係確定のための第 1条件をみ

たすことができる。さらに，第三変数の統制があれば，第 4段階に達すること

ができ r体系的比較例証法J (systematic comparative illustration)とよぶこ

とができるものになる。

Durkheimとならんで社会学の祖とされる Weberはプロテスタントの倫

理と資本主義の精神n(1904/05)において r宗教倫理」と「資本主義の精神」

との因果関係を，プロテスタン卜とカトリッグの事例によって比較例証し， さ

らにその後の宗教社会学の展開においては，インドや中国などの非西洋の事例

をもとりあげ，前近代化社会の経済状態という第三変数を統制することによっ

て(前近代化社会の経済状態が同一であることを確かめたうえで)，西洋資本主

義先進国との比較で，同様の理論仮説を例証する方法をとっているといわれて

いる (Bendix，1962; Smelser， 1968;高根， 1979年〉。

われわれの見るところでは，経営史学者 Chandler(1962)もこの方法を採用

している。かれは r組織は戦略に従う」という理論仮説を r組織構造は成長

戦略に従う」と特定化し， GM社やGE社の事例で r事業部制組織は多角化戦

略に従う」ことを例証した後， USスチールなどの事例で r職能別組織は垂直

統合戦略に従う」ことを例証している。さらに，時代背景を同一にすることに

よって r一般環境」という第三変数の統制もある。

ところで，以上のように述べると r経営学の方法」ともいえるケース・ス

(5 ) 以上のような，実験的方法，統計的方法，比較例証やケース・スタディ法のほかに，
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タディ法は，幼稚な段階にとどまる方法だという印象を与えたかもしれなし、。

2点に注意を喚起しておきたし、。

第 1は，幼稚な段階にとどまる「危険性」をもっといっただけだ， という点

である。「ケース」をとりあっかうのにかわりはないのであるから，-ケース・

スタディ」の名称で，体系的比較例証法といわれる第 4段階まで洗練できる「可

能性」ももっている。現に，経営史学者 Chandler(1962)はこの段階に達して

いる。社会学者・高根 0979年〕は，-参加観察法は，逸脱事例分析，あるいは

文化人類学的な文化比較という概念操作を経て，一つの科学的方法としての地

位を，辛うじて獲得することができる」と，述べている。参加観察法のみなら

ず，ケース・スタディ法についても，同じことがし、えよう。

第 2~土，以上述べてきたことは仮説検証のための因果関係確定法としての評

価だ，という点である。実証研究の目的は，しかし，仮説検証だけではない。

仮説発見ないし仮説形成のための実証研究も見逃すことはできない。このよう

な目的の実証研究を「探索的実証研究J (exploratory research)と言う。ケー

ス・スタディ法をはじめとする質的方法は，仮説検証の手段としては，科学的

方法としての地位を，せいぜ、い「辛うじて獲得することができる」にすぎない

かもしれない。だが，仮説発見の手段としては量的方法に劣らない。この用途

の質的方法の意義はけっして小さくない。科学の目的は，-発見と説明にある」

(Nisbet， 1970)という表現も可能である。

実証研究の方法に関して，われわれは，仮説検証にはサーベイ・リサーチ法

などの量的方法を，仮説発見にはケース・スタディ法などの質的方法を， とい

う大まかな方針を選択することができょう。

Smelser (1968)は r経済学で、の典型的な方法」として，他の条件等しかりせば (ceteris
paribuりとし、う文言で，第三変数が変化しないと「仮定」することによって，それを統制
する方法もとりあげ rヒューリスティック仮定(heuristickassumption)の方法」とよん
でいる。実験的方法における「状況的統制」や，統計的方法や比較例証法における「概念
的(数学的〉統制」とは異なる，第3の統制方法である。組織論の分野では，見られない

ので，本文では省略した。
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III 科学研究の蓄積性と文献レビューの方法

これまで，われわれは一般的な科学的研究の目的と任務に照らして，人事/

人間資源管理研究の目的と任務について，考察してきた。それでは，われわれ

は，いかなるステップを踏んで， 目的に到達し，任務を遂行すればよいのであ

ろうか。探索的実証研究から始めるべきなのだろうか。文献レビコーが先であ

ろうか。文献レピユ}においては，個人的経験にもとづいた目的手段分析の結

果は， レビューから除外すべきなのだろうか。実証研究の結果はどう扱えばよ

いのだろうか。

われわれは，科学的研究の目的に到達するまでの標準的なステップとして，

つぎのようなものがあるのではないかと，考えている (Cf，Cohen & Cyert， 

1975)。問題の設定から問題の科学的解決までのプロセスでもある。その順序に

ついては，図 6のように考えている。

(1) 問題声明 (problemstatement) 

(2) 文献レビュー (literaturereview) 

(3) 探索的実証研究 (exploratoryresearch) 

(4) 理論モテール構築 (modelbuilding) 

(5) 理論モテ、ル検証 (testsof the model) 

① サンプリング (sampling)

② 概念の操作化 (conceptoperationalization) 

③ 検証技法 (methods)

④ 検証結果 (results)

(6) 結果の理論的実践的インプリケーションについての考察 (discussionof 

the implications) 

( 6) Cohen & Cyert (1975)は，モデル・ビルディングのステッフ。について述べているが，

かならずしも本稿で述べているように，述べているわけではなし、。本稿の以下で述べてい

ることは，むしろ，組織論の分野での代表的な学術雑誌 (e.g..， Administrative Science 
Quarte (y) ~.こ掲載された論文や米国の各大学院経営学研究科に提出された博士論文 (doc

toral dissertation)の構成項目を参考にしている。
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図6 科学的研究のステップ

「問題声明」とは，研究者が解決しようと思っている，あるいは当面解決し

なければならない「問題」を，声明」の形で述べることである。 '00につい

て」や '00の問題について」などのように，テーマという名で問題領域を暗

示するだけでは不十分で，単純明快な疑問型で声明すべきものとされている

(Kerlinger， 1964)。観察可能な現象について，その原因に疑問をもったものが

多いという CCohen& Cyert， 1975)。また，問題の声明は検証可能性を暗示す

るものでなければならない，という見解がある (Kerlinger，1964)。操作的に定

義された結果変数を用いて声明された問題は， とくに「調査課題J (research 

questions)とよばれることがある。問題に関連する変数の識別まで，このステッ

プに含めて考える見解もある (Cohen& Cyert， 1975)。

「文献レビュー」とは，設定された問題領域に関連ある既存文献をサーベイ

し，問題の科学的解決に必要な研究業績がどれほど蓄積されているか，何が残

された課題かを，確認し，整理することである。問題解決のための理論モデ、ル

は既に構築されており，検証の際のサンプリングに課題が残されているだけか

もしれない。あるいは，有用な概念の選択の素材となるかもしれなし、。あるい

は，問題解決に必要な概念もモデ、ルも皆無かもしれない。皆無であることを確

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



519 人事/人間資源管理研究方法の選択 -57-

認するためにも，必要なのが，文献レビューである。

問題解決のための理論モデルは，通常は複数の理論仮説からなる。仮説形成

の素材は，文献だけではない。探索的実証研究があることは，前に述べた。そ

のほかにもある。個人的経験にもとづいた目的手段分析の結果L 仮説形成の

素材にはなりうる。あるいは，いわゆる「勘」や「ひらめき」によっても，仮

説形成は可能である。ただし，それは検証を条件とした「仮説」として形成さ

れるかぎりにおいてである。

「理論モデル構築」とは，結果としてとらえた問題を解決するような原因と，

それを記述するような概念を選択し，それらを論理的に結合させた仮説群を形

成することである。「問題は，仮説の形で整理されなければ，科学的に解決する

ことはできなし、」と，いわれる。逆にいえば，理論モデルが構築されれば，一

応の解決ということができる。しかし，実証的裏づけのない解決である。

ところで，理論モデル構築の準備段階としての「問題声明J r文献レビュー」

「探索的実証研究」は，いずれをまず優先すべきものであろうか。われわれは，

いずれからとりかかっても良いと考えている。また r理論モデ、ル構築」につい

ても，広義に考えている。たとえば，文献レビューを素材にした場合，①既存

モデルの借用，②既存概念の借用によるモデル構築，③概念創造によるモデ、ル

構築の，いずれも「理論モデ、ル構築」と，考えている。

「理論モデノレ検証」に必要な，サンプリング，概念の操作化，検証技法につ

いては，既に述べた。ここで付け加えることはない。検証結果の提示は研究の

ステップとして当然で、あろう。

「理論的インプリケーション」とは，理論モデルを検証結果に照らして，そ

(7) r予備調査」は，以下のいずれの意味でも使われ， wt味なので r使用しない方がよし、」

とされている(安田， 1969年〉。
「準備調査j (preliminary survey)一一フィーノレド・ワー Fが可能であるかどうかを確

かめたり，可能ならしめるために現地でおこなわれる下準備の作業。
「試験調査j (pilot survey; pilot test)あるいは「パイロット・サーベイ」一一本調査

を実施する際の支障となる諸条件を検討するためにおこなわれる，小規模な模擬的調査。
「プリテスト j(pre-test)一一調査票を完全なものにするため，調査票の試案を一部の調

査対象者に適用して，主として，用語法，文体，配列を検討すること。
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の現実妥当性を考察し， 理論モデノレの修正(理論モデノレ再構築〕を示唆し，今

後に残された課題を明らかにすることである。この段階での理論モデル提示は，

多少は実証的裏づけのある問題解決といえる。「実践的インプリケーション」と

は，検証結果を応用して，現象のコントロール方策を提言することである。

以上を要するに，研究のステップは， 「理論構築→理論検証(実証研究〉→理

論再構築」のエンドレス・サイクノレの蓄積からなる螺旋階段のようなものとい

えよう。 このステップは，すべて一人で踏まなければならないものではなし、。

歴史的にも空間的にも蓄積の共同作業である。われわれ一人ひとりは rひとか

けらの仮説」か，

とができれば，

「ひとかけらの証拠」かを，蓄積された共有財産に追加するこ

オリジナノレな貢献ができる。既存のことがらを繰り返している

ようにみえるときでも， 一回転上位の螺旋階段を踏んでいるかもしれないこと

を，評価してやる目も必要であろう。

このような蓄積性は科学的研究のもつ， もうひとつの特性であろう。文献レ

ビュ -f主， 当該問題領域について， そのような蓄積性を確認する作業である。

蓄積がないことを確かめるのも，文献レビューの役割だと，われわれは述、べた。

研究の蓄積性が上のような性格をもつことを見たわれわれは， さらに文献を見

る目を改めなければならないかもしれない。検証結果に時として解釈のはいつ

た結論的命題を収集するためだけ!ではない。 モデルや概念を借用するためだけ

でもない。検証された命題の一般的妥当性はサンプリングによって限定されて

いるかもしれない。概念の操作化に貢献しているかもしれない。

かくして，われわれは文献レビューの方法として，科学的研究の標準的ステッ

プにそって蓄積への貢献をみてゆく方法を選択することになる。 このような文

献レビューによってのみ， われわれは，今後の理論構築と理論検証で何がなさ

れるべきかを展望することができる。一言にしていえば， 理論構築の視点から

文献の貢献を評価してゆく文献レビューの方法を選択したい。文献解釈や虎の

(8) ここで述べた研究のステップは，研究業績としての学術論文の評価基準をも示唆して

いる。

評価基準が公開されることは多いとは言えないが， Vroom(1960)が受賞した Program
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威を借りての自己主張は避けたい。

IV 人事/人間資源管理研究の類型と人事/人間資源管理の類型

1 組織論の類型

前節でわれわれは，研究をおこなう際，し、かなる順序のステップを踏もうと，

文献レビューを避けて通ることはできないことを知った。それでは，どのよう

な範囲の文献をサーベイすれば，よいであろうか。それは，図 6にもあるよう

に，声明された「問題」のいかんによる。同図も示すように，文献レビューに

よって，問題が明確になってくるという側面もある。したがって，暫定的なも

のとなるが，つぎのようなものがわれわれが解決したいと思っている問題であ

る。

(1) r結果」としての組織成果，経営成果，ないし企業業績に影響を与え，

それを左右する「原因」は何であろうか。

(2) 人事/人間資源管理は，成果にどの程度の影響を与えるのであろうか。 F

(3) どのような理念ないし方針に貫かれた人事/人間資源管理が，大きな影

響を与えるのであろうか。

(4) 人事/人間資源管理を構成する諸施策のうち，どの施策が大きな影響を

in Economic Development and Administration of the Ford Foundation主催の

Annual Doctoral Dissertation Competitionは評価基準が残っている (Carrol，1960)。こ
のコンペティションの主旨は r経営に関する調査研究の優良性の基準 (standards of 

excellence)を一般化することにある」というのだから，興味深し、。その基準は，①問題

の重要性とアプローチのオリジナリティ，②適切で強力な分析 yーノレを使用しているこ

と，③既存の理論的フレームワークとの明確な関連性，ないし理論への負献，④経営の実

践への直接的関連性，⑤プレゼンテーションの明快性と効率性，の 5つである。「分析 Yー

ノレ」とは，本文で述べた「量的方法J r質的方法」のことを指している。
また， コーネノレ大学大学院で、の JG March (1965)編集の Handbook0/ 0ψ2Izations 

をテキストとした組織行動論セミナーでは，同ハンドブジク に掲載の各論文を評価する

ことを課題とした。そのとき意見の一致をみた評価基準は，①文献レビューの質，②既存

概念の統合度，③新規な貢献，④プレゼンテーションの明瞭性，⑤知的誘発性(intellectual
provocativeness)，⑥カパー範囲の広さ，⑦組織分析への適用可能性，の 7つであった

(Anisef et al..， 1968)。⑤や⑦は，今後の研究のための課題を明瞭に示しているか否かと

いう基準のようである。
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与えるのであろうか。採用であろうか，教育訓練であろうか，報酬施策で

あろうか。

(5) 組織の環境や戦略タイプや組織構造といった「第三変数」は，上の因果

関係にいかなる影響を与えるであろうか。戦略策定や組織設計に比べれば，

人事/人間資源管理の経営成果への影響は， とるにたらないだろうか。

前にも述べたように，われわれは，人事/人間資源管理の問題を「結果」と

してでなく，むしろ「原因」としてとらえている。「良¥"'J企業成果を生むため

には， どのような「原因」を導入すべきかということにも発言できる，政策志

向的な人事/人間資源管理研究をめざしているからである。

われわれの人事/人間資源管理研究が，-組織論的研究」ともなることも，既

に述べた。経営成果や企業業績を組織成果ととらえている。また，-管理」を，

組織の設計・運営のことだと，把握している。したがって，人事/人間資源管

理も，組織と環境の結合関係についての戦略策定や，組織設計とならんで，経

営管理の一環をなす。環境，戦略，組織構造を，第三変数に想定したのは，こ

のような密接な関連性のためである。

以上のような理由で，われわれがサーベイすべき文献は，経営管理ないし組

織論に関する文献となる。もちろん，人事/人間資源管理に対する関心を一部

に含んだ。あるいは人事/人間資源管理のあり方に重要な影響を与えた，経営

管理ないし組織論に関する文献に限る。

かくて，われわれは，経営管理ないし組織論に関する文献をサーベイし，レ

ビューしてゆくことになる。だが，このような限定をしても，その範囲は広く，

個人の力量の限界を越えている。いくつかの類型をみきわめておき，各類型を

代表する文献をレビューするのが，順当であろう。代表的文献は，また，それ

自体が蓄積に貢献のあった過去の文献を知らせてくれる。そのほか，-レ

ビュー・アーティクル」も，いくつか公表されている。文献レビューも時間的・

空間的共同作業である。

組織論ないし経営管理論の類型論も既にいくつかある。 X理論対Y理論

(McGregor， 1960)，オープン・システム・モデル対クローズド・システム・
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モデル (Katz& Kahn， 1966)などの，単純な対比論は後に吸収されることに

なるので，それを除くと，つぎのような類型論が注目される。

March & Simon (1958)によれば，組織についての命題は，組織のなかの人

間行動についての声明である。この視点から，かれらは人間モデルが，①機械

モテ、ル，②動機モデノレ，③意味決定モデルの，いずれであるかによって，過去

の組織論を類型化するという 3分法をとっている。第 l類型には， Taylor 

( 1911)の科学的管理法や Gulick& Urwick (937)の管理論などの「古典的

組織論J，第 2類型には，官僚制逆機能論，人間関係論， リーダーショプ論，第

3類型にはグロ経済学や認知心理学が，相当するとしている。

占部 0968. 1975 . 1984年〉は，上述の人間モデルにもとづいて，管理論の

発展類型を，①古典的管理論，②新古典的管理論，③近代管理論，に類型化し

ている。第 1類型は， Taylorの科学的管理法と Fayolの管理論が，第 2類型は，

人間関係論が，第 3類型は， Barnard-Simon理論が，それぞれ代表するとし寸。

しかしながら r人間モデルによる管理論の分類は，決して完全なものではない」

(占部， 1981年〉とし、う批判もしている。欲求仮説の違いに注目すれば，科学

的管理法が経済人仮説とし、う動機モデノレを含んでいることを明らかにしたり，

自己実現人仮説の上にたっ「新人間関係論J (Argyris， Likert， McGregor， 

Herzbergなどによる管理論)を，社会人仮説の上にたつ「初期の人間関係論」

(Mayoや Roethlisbergerによる管理論〉と区別できる。この点では，欲求仮

説による管理論の分類が適切であることも，示唆している(向上〉。

Steers & Porter (975)は，人間性についての仮説， とくに動機について仮

定が異なれば，経営管理の任務も違ってくることに注目して，①伝統的モデ、ノレ，

②人間関係モデル，③人間資源モデルを，区別している。伝統的モデルを代表

するのは Taylor(911)などの科学的管理法であり，人間関係モデルを代表す

るのは Mayo0933 . 1945)や Roethlisberger& Dickson (939)の人間関係

論である。第 3類型は ry理論J (McGregor， 1960)， rシステム 4J (Likert， 

1967)， r複合人J (Schein， 1972)， r人間資源モデルJ (Miles， 1965)などをさ

し，全体の名称として最後のものを採用したのだという。 Steers& Porter 
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(1975)は， この類型論を「ワーク・モチベーションに対する管理論的アプロー

チ」の類型としているが，各類型!を代表する文献からみて，組織論ないし経営

管理論の類型論の一種とみてよいだろう。

以上の 3つの 3分法は，組織の構成員個人をどうみるかという視点に立って

いる点，類型が「発展段階」として示されている点で，共通している。このほ

かに，個人よりも組織そのものをどうみるか，発展段階というよりも，概念の

操作化のところで述べた意味での「類型」論もある。以下のものは，いずれも

2次元 4類型の形をとっている。

野中 (1974年〉は，組織の「構造」の次元で，オープン・システム・モデ、/レ

かクローズド・システム・モテ事ルか，成員の「動機」の次元で，それを問題に

しているか否かによって 2次元 4類型説をとっている。クローズドで動機を

問題にしない第 l類型を代表するものとしては i古典的管理論」のほかに，

Weberの「ピュロクラシー」論が，あげられている。クローズドで動機を問題

にする第 2類型は i人間関係論」であり Mayoとハーバード・グルーフ。から

Lewinを起源とし Likertにいたるミシガン・クボループの理論を包含する広義

のものとされている。オープンで動機を問題にしない第 3類型は， Simonらの

「意思決定論」のほか， W oodward， Thompson， Perrowの「技術学派」や，

Burns & Stalker， Lawrence & Lorschの「組織=環境学派」を含む。第 4類

型は i今日まだ存在していない」という。

Scott (1978)も iオープン/クローズド、」システム・モデルの次元と i合

理的/社i会的」モデ、ノレの次元とによって 2次元 4類型説をとっている。「合理

的モデ、ル」とは，組織構造を，特定目的の合理的追求促進のため設計された秩

序と，みなすものをいう。「社会的モデル」とは，組織構造を，ステータスやパ

ワーに関する成員聞や集団聞の対立を一時的に調整したものと，みなすものを

いう。クローズドで合理的モデルである第 1類型を代表するのは， Taylor 

(1911)， Weber (1925)， Fayol (1916)， Gulick & Urwick (1937)である。

クローズドで社会的モデルの第 2類型には， Roethlisberger & Dickson(1939) 

やMayo(1945)のほかに， McGregor(1960)が含められている。 Barnard(1938)
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も，この類型とされていることは注目される。オープンで合理的モデ、ルの第 3

類型には， Udy(1959)のほか， Woodward(965)， Thompson(1967)， Perrow 

(1967)など，野中 (1974年〉のいう「技術学派」が属する。オープンで社会

的モデルの第4類型には， March & Olsen (976)やWeick(1976)の例をあ

げてある。 Peters& Waterman (1982)は， このScott(1978)の類型論を借

用し，第 3類型の例として， Chandler (1962)を追加している。

2 人事/人間資源管理に関する研究の類型

以上のような類型論のうちから，われわれは，基本的に Steers& Porter 

(1975)の「発展段階」説を採用し 2次元 4r類型」論の研究成果を適用し

て若干の補足をおこなうことにしたし、。 Steers& Porter (1975)類型論を，わ

れわれの類型論のベースとして採用する理由はいくつかある。

第 lに，人事/人間資源管理に対する関心を一部に含んだ，あるいは人事/

人間資源管理のあり方に重要な影響を与えた，経営管理ないし組織論に関する

文献の類型化に有利だからである。後にもみるように，人事/人間資源管理は，

「人事管理」と「人間資源管理」とに大別されるが，その境界線は，人間関係

モデ、ルと人間資源モデルの境界線で町ある。 Steers& Porter (1975)以外の類型

論では，この境界線が明快でない。

第 2の理由は，前節までのところで，たどりついた文献レビューの方法を適

用してみるときに，有用なことである。研究の目的や方法に照らしてみるとき，

伝統的モデルや人間関係モデノレにもとづいた経営管理論や人事/人間資源管理

論は r目的手段分析」の色彩が濃いのである。前者ほど濃い。人間関係論やそ

れに影響を受けた人事管理論は，多少は「因果分析」的色彩をおびてくるので

あるが，その色彩が明確になるのは，人間資源モデ、ルを用いるようになってか

らである。

第 3の理由は，組織そのものをどうみるかより，組織の成員をどうみるかに

よる類型論のほうが，人事/人間資源管理に関する研究をレビューしようとす

る者にとっては，有用ではなし、かと思うからである。人事/人間資源管理は，
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従業員とし、う人間を管理対象にしているからである。

要するに， Steers & Porter (1975)の類型論によれば，われわれは，組織論

ないし経営管理論の発展段階としての「モデノレ」が，人事/人間資源管理研究

のパラダイムを提供していることを，明らかにすることができる。この類型論

をベースにして，われわれは，人事/人間資源管理に対する関心を一部に含ん

だ，あるいは人事/人間資源管理のあり方に重要な影響を与えた経営管理論な

いし組織論，および人事/人間資源管理を主題とした文献を，つぎのような発

展段階として，整理しておきたい。

第 1は i伝統的モデル」である。 Tay1or(1985， 1903 ， 1911)や Fayo1(1916)

のような経営管理論や経営組織論の領域を切り開いた古典が，それで、ある。こ

のうち科学的管理法に対する批判をひとつの大きな契機として 1920年代のア

メリカで登場するのが i人事管理J (personne1 management; personne1 

administration)である (Yoder， 1942;藻利， 1964年〕。文献としては， Tead& 

Metcalf (1st ed， 1920)， Scott et al (1st ed， 1923)， Y oder (1st ed， 1938)など

が，残っている。たしかに，人事管理論は，科学的管理法の人問機械視を批判

し i労働力」とし、う生産要素を明示的に取り出じ，その生産要素の性格に応じ

た管理を提唱している (Yoder 1942 ;藻利， 1964年〉。しかしながら，組織構

成員を生産要素としての受動的道具とみなす「機械モテール」であり i経済人仮

説」であることには，古典的管理論とかわりはない。また， 目的手段分析の方

法を採用している点も，同じである。 Tay10rが機械技師としての個人的経験に

もとづいて科学的管理法を提唱したことは，よく知られている。 Yoder (1942) 

も，最高の生産能率という目的達成の手段体系として，人事管理体系論を展開し

ている点では， 目的手段分析である。かくて，人事管理論は科学的管理法に代

表される古典的組織論のパラダイムにもとづいていると，いえるのである。

第2は「人間関係モデル」である。ホーソン実験という「人間関係に関する

実験的研究」の報告書である Roethlisberger& Dickson (1939)や，その実験

の結果として得られた視点、から組織や管理を論じた人間関係論(Mayo，1933 ， 

1945 ， Roethlisberger， 1942)のノミラダイムである。「社会人仮説」とし、う人間
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の動機モデルがその中核をなし，-コストの論理」は背後に押しやられる。この

Mayoや Roethlisbergerの明示的に依拠して展開された「人事管理」論として，

Pigors & Myers (lst ed.， 1947)がある。たしかに，-実験」とし、う実証研究の

方法が適用されている点で，多少は因果分析の色彩をおびてくるが，それは仮

説形成のために利用されているだけであって，仮説検証のためではなし、。 Pig-

ors & Myers(1947)も，協同の確保という目的達成のための人事管理体系論を

なしている。

第3は「人間資源モテソレ」である。まず， Argyris(1957)， McGregor(1960)， 

Likert (1961 ，1967)， Herzberg (et a!.， 1959; 1966)などの「自己実現人仮

説」の上にたっ組織行動論がある。組織構成員を「自己」という潜在的な力の

所有者とみるところから，この名称が該当する。資源、とは潜在的な活用対象を

さす。意思決定ないし問題解決という潜在能力の所有者とみれば，近代管理論

や期待理論 (Vroom，1964; Porter & Lawler， 1968)を含めてもよいだろう。

また，この類型は政策志向的な理論的・実証的研究としての色彩を強める。と

くに， LikertとHerzbergらの研究は，理論的・実証的な因果分析にもとづい

て，参加的リーダーシップ，職務拡大という「人間資源管理J (human resource 

management)を提唱している。ともに，-欲求理論パラダイム」とよぶべき分

析パラダ、イムもあって，実証研究をガイドし，実証結果を理論的に説明しよう

としている。期待理論は，もうひとつの分析パラダイムである。この「期待理

論パラダイム」を分析パラダイムとした参加的リーダーシップや職務拡大に関

する理論的・実証的研究も多い (eg..， House & Dessler， 1974; Hackman & 

Lawler， 1971; Arnold & House， 1980)。これらの研究も，この類型に属する

人間資源管理研究である。この種の人間資源管理研究は，組織行動研究と表裏

をなしている。あるいは，人間資源管理が「原因」の側面，組織行動が「最古果」

の側面をなしている， といった方がよいかもしれなし、。

第 4に，-戦略的人間資源モデル」を，われわれは追加したい。一般に，組織

構成員をどうみるかによる類型化は，オープン・システム・モデ、ルの組織論を

カバーしきれない欠点をもっ。野中(1974年〉のいう「技術学派J ，-組織=環境
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学派」などの組織論をカバーしきれていない。しかし，それらの組識論を源流

としつつ，組織と環境を固有の一般変数とした「企業戦略J (ocrporate strat-

egy)論 (eg.， Chandler， 1962; Ansoff， 1965; Hofer & Schendel， 1978)は，

人事/人間資源管理研究に重要なインパグトを与えはじめた。「戦略的人間資源

管理J (strategic human resource(s) management)に関する研究 (eg..， Tichy 

et a!， 1982; Fombrun et al.， 1984; Meshoulam， 1984)の登場がそれを示し

ている。これらの研究に内在する人間モテ守ルは，人間資源モデルをさらに徹底

したものとなっている。「能率J ( efficiency )を追求するための潜在能力だけで、

なく r効率J(effectiveness)を追求するための潜在能力まで，所有していると

みられているからである。

3 人事/人間資源管理の類型

以上4つのモデルにもとづいた人事/人間資源管理に関する研究は，それぞ

れ固有の人事/人間資源管理を提唱している。われわれは，それを「人事管理」

「人間関係論的人事管理J r人間資源管理J r戦略的人間資源管理」とよぶこと

にする。この 4つは，提唱者がもっ「従業員モデル」による，人事/人間資源

管理の発展段階でもある。われわれは，その人間モデ、ルを， どの程度に「労働

力費用説」か r人間資源説」かによって，区分している。図 7は，それぞれの

人事/人間資源管理について r従業員モデ、ル」のほか r主たる施策主体」は

どの階層の管理者か，何を「施策目標」と考えているか，なにを「重点施策」

とするかを，かなり簡略化して描いている。

(9) r能率」と「効率」の述語は， Bamard (1938)と同じ用法で用いている。 Bamardに
おいては r能率」は個人と組織との内的均衡の評価基準をなし r効率」は組織と環境と
の外的均衡の評価基準をなす〔占部， 1981年.1984年)0Hofer & Schendel (1978)は，
「効率」の重要性を rものごとを適切にやる(能率を向上する〉よりは，適切なことを
やる(効率を向上する〉ほうが，重要である」という， Druckerの表現をかりて述べてい
る。

(10) この区分方法は， Cook (1978)からヒントを得ている。 Cookは，人事/人間資源管理
の資源志向度を測定するため r労働力費用説一人間資源説」を両極とする 20点間隔尺度
を開発している(山口， 1987年〉。ただし，スコアを 4区分して，人事/人間資源管理に
4つの名称を与えたのは，われわれの試案である。
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従業員モデル

l弘子一一一一ベピ説l

人事/人間資源管理の件一一人事管埋一一味人間関係論的ー→ト一人間資源管理→附略的人間資源管制
名称 人事管理

究極的な施策目標 』 能率 持 効率一一~

直接的な施策目標 ト一生産能率一→トー協同の確保ー→l←モチベー〆ヨ/→ト一一革新一一寸

主とる施策主体 件ーースタ J7~ ライ lfトyプ一一一一-'t/
(人 事 部 門 第 一 線 管 理 者 ) マヰシメ〉トャ

ト選考 技能訓練ーキ報酬(社会的欲求の来報酬(自己実現欲求4←人間資源開発→
満足)感受性訓 の満足)

重有施策

練

図7 人事/人間資源管理の類型

「人事管理」の提唱は， たとえば Yoder (1942)にみられる。それは，組織

構成員を「労働力」とみる「機械モデル」の上にたち， 「経済人仮説」の上にた

つ科学的管理法のパラダイムにもとづく， 「労働力費用説」の色彩の濃い施策で

ある。それは，生産要素としての労働力から最高の生産能率を確保することを

目的にした施策で，技能適性検査を用いた選考と，技能訓練を重点施策とする。

科学的管理法以来の個人出来高給制も引き継ぐ。 これらの施策主体としては，

スタッフとしての人事部 (personneldepartment)設置の提唱が含まれている。

「人間関係論的人事管理」の提唱は， たとえば Pigors& Myers (1947)に

みられる。それは I社会人仮説」 という動機モデルの上にたち， 「コストの論

理」を後退させ「感情の論理」を表面にたたせる人間関係論のパラダイムにも

とづく人事管理である。協同の確保は，直接的にコストダウンにつながらない

かもしれないが，長期的には企業に経済価値をもたらすとの信念から，協同の

確保を目的とした人事管理体系が提唱される。重点施策は，社会的欲求の満足

とし、う報酬の管理である。従業員参加施策も，そこにとどまる。また，選考の

基準や訓練の対象は，社会的技能(socialskill)となり，感受性訓練(sensitivity

training)の提唱ともつながってゆく。その技能を発揮する中心的役割は，現場
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の第一線管理者というラインに課せられる。

「人間資源管理」は，たとえばLikert(1962 ， 1967)の提唱する参加的管理

やHerzberg(1966)の提唱する職務拡大をさす。それは r欲求理論パラダイム」

あるいは「自己実現人仮説」の上にたつ組織行動研究の成果にもとづいて提唱

された施策である。参加的管理や職務拡大は，自己実現欲求の満足を目的とし

て提唱されるので，人間関係論的参加施策とは内容を異にするものとなる。同

じく人間資源管理に関する研究でありながら r期待理論パラダイム」の上i にた

っ研究は，自己実現人仮説の一般性を否定して，参加的管理や職務拡大の施策

が，有効性を発揮する条件を特定化するところに特徴がある。いずれのノfラダ

イムにもとづくにせよ，その理論的・実証的な因果分析においては，満足のほ

か，労働移動や欠勤，生産性などが r車吉果」変数とされるので，研究者や施策

主体の価値観にもとづいて，現象のコントロールが可能になっている。しかし，

その「結果」は，モチベーションの高揚によって可能な「能率」の基準に限定

されている。

「戦略的人間資源管理」の提唱は，たとえば Tichyet al.. (1982)， Fombrun 

et al.. (1984)にみられる。施策目的について特徴的なのは，企業戦略論と共

通して「効率」の追求， とくに革新が登場することである。その目的達成のた

めの戦略的資源が人間資源と考えられているようである。そこに潜在する人間

モデルは，効率追求のための潜在能力の所有者としての「戦略的人間資源モデ

ノレ」といえよう。また，重点施策としては，従来の「技能訓練」や「感受性訓

練」にかわって，人間資源の「開発」が登場する。施策主体も「戦略レベル」

階層のトップ・マネジメントとなる。その理論的・実証的研究は，緒についた

ばかりで，その研究成果を現象のコントロールに適用するには，残された課題

(11) たとえば， Fombrun et al.. (1984)は，つぎのように述べている。「組織の革新能力は4

革新を支持するような組織コンテタストの創造にかかっている。そのシステムの基礎は，
革新的人間資源を管理するために設計されたシステムにあるりと。

(12) ，戦略的資源」における「戦略的」は， Barnard (1938)の「戦略的要因の原理」にお
ける「戦略的」と同じ意味である。なお， Ansoff (1965)は，戦略的」を「企業とその
環境との結合関係に関する」とし、う意味で用いている。
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が多い。

以上の組織論の類型と人事/人間資源管理研究の類型を念頭において代表的

文献を選択し，文献レビューをすることによって，人事/人間資源管理の類型

について結論的に述べたことを論証することが，われわれのつぎの課題である。

目的手段分析による政策論も文献レビューの対象と考えている。すくなくとも，

概念の選択や概念操作化の選択では，われわれに貢献するであろう。
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